
実行　（Ｄ） 改善　（Ａ）

具体的な
取組

実施内容
（計画上の記載）

進捗管理項目 実施状況
取組目標に
対する評価

成果及び課題 今後の取組

人が集まる場所で活動
を周知

社会貢献活動を周知
するため、イベントへの
ブース出展を行う。
（３ブース×１回）

×　取組目標ど
おり取り組めて
いない

・コロナ禍の影響で例年出
展していたイベントが中止
になっている

・イベントが再開すれば
ブース出展を行う

ＮＰＯセンター

市町村との連携による
情報提供

必要に応じて適宜市
町村への情報提供を
行う。

×　取組目標ど
おり取り組めて
いない

・市町村と連携した情報提
供する仕組みを構築するこ
とが必要

・県と連携し、市町村の広
報ツールを活用した社会貢
献活動の広報を実施

ＮＰＯセンター

②
経済団体等
と連携した
人材の確保

ＮＰＯセンターでは、これまで、企
業・ＮＰＯパートナーシップ委員
会や企業市民セミナーなどを通
じて、事業者等に社会貢献活動
の情報を提供してきました。
こうした取組に加えて、経済団体
等と連携して、より多くの事業者
や社員の方に社会貢献活動の
取組等を周知することで、社会貢
献活動に参加しやすい環境をつ
くります。

経済団体等を通じた社
会貢献活動の周知

・広報パンフレットを作
成し、経営団体等を通
じて事業者等に社会
貢献活動を周知する。

・ピッピネットをリニュー
アルする。

×　取組目標ど
おり取り組めて
いない

・経営者団体等連携して情
報提供する仕組みを構築
することが必要

・県と連携し、経営者団体
の広報ツールを活用した広
報活動を実施

ＮＰＯセンター

③
教育・研究
機関と連携
した次世代
の担い手育
成

ＮＰＯセンターは、これまで教育・
研究機関向けに、高校生や大学
生を対象としたナツボラを実施
し、若年層への社会貢献活動の
普及に努めてきました。
今後も、教育・研究機関（高校や
大学など）を通じて、ナツボラを
周知することにより、若年層が社
会貢献活動に気軽に参加できる
気風づくりを行います。

教育・研究機関を通じ
たナツボラの周知

高校、大学などを通じ
てナツボラの周知を行
い、これまで以上に参
加者を増やす。

【ＮＰＯセンター】
・ナツボラの実施
　延537人が活動に参加
　プログラム数は40事業

【私学・大学支援課】
高知県立大学及び高知工科
大学が主催した公開講座、リ
カレント講座、県民開放授業
等に延べ8,763人の受講が
あった。(人数はオンライン参
加、動画アクセス数も含む合
計値）

【高等学校課】
・県社会福祉協議会を通じて
送られるナツボラについて、各
校に対して生徒への周知を依
頼した。

【ＮＰＯセンター】
△概ね取組目
標どおり

【私学・大学支
援課】
○　取組目標ど
おり

【高等学校課】
△概ね取組目
標どおり

【ＮＰＯセンター】
・コロナ禍の影響により学校の
夏休み期間の短縮や受入団体
の減少があったが、一定数の参
加者、受入事業があり開催でき
ている
・受入れ団体の拡充を図ってい
くことが必要

【私学・大学支援課】
大学の特色と専門性を生かした
公開講座等は、多くの県民の
方のニーズに応えており、好評
であった。

【高等学校課】
・新型コロナウイルス感染症感
染拡大防止の観点から、対面
型の社会貢献活動は難しくなっ
ているが、生徒が製作した手芸
品を高齢者施設に寄贈するな
どの活動は継続できている。

【ＮＰＯセンター】
・受入れ団体の開拓
・受入れ団体のボランティア
コーディネーションの知識と
ノウハウの習得支援

【私学・大学支援課】
引き続き、多様な学びの機
会を提供する生涯学習事
業の充実を図っていく。

【高等学校課】
・家庭科・看護科・福祉科の
教員間で、コロナ禍でも実
施できる社会貢献活動の事
例を共有していきたい。

【ＮＰＯセンター】
・ナツボラの実施
　受入れ44団体
　プログラム数52事業

【私学・大学支援課】
高知県立大学及び高知工
科大学が主催した公開講
座、リカレント講座、県民開
放授業等に延べ1,033名（８
月末時点）の受講があっ
た。(人数はオンライン参
加、動画アクセス数も含む
合計値）

【高等学校課】
・県社会福祉協議会を通じ
て送られるナツボラについ
て、各校に対して生徒への
周知を依頼した。

ＮＰＯセンター

県（私学・大学支
援課、高等学校

課）

大学

第４次社会貢献活動支援推進計画に基づく支援策の令和２年度の実績及び令和３年度の実施状況

ＮＰＯセンター…高知県ボランティア・ＮＰＯセンター

令和２年度 令和３年８月末時点

行　動　計　画　（Ｐ） 評価　（Ｃ）実
施
項
目

取組目標
令和３年度の取組状況
（令和３年８月末時点）

成果目標
（令和５年度）

実施
主体

　
１
　
人
材
育
成
と
確
保①
社会貢献活
動を知って
もらう取組

ＮＰＯセンターは、これまで実施
してきた取組に加えて、多くの人
が集まる場所で社会貢献活動を
周知する取組や、市町村と連携
した情報提供を行うことなどによ
り、県民が社会貢献活動に参加
しやすいきっかけをつくります。

・会員数が増加した
ＮＰＯ法人20％

・ボランティア行動
者率の増加
　[R3：26.0％]
(H28：22.6％)

・ナツボラの参加高
校15校、参加者延
べ1,200人
(H29：９校、延べ
920人)

　　基本方針Ⅰ　社会貢献活動団体への支援の充実

 資料１
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 資料１

　
１
　
人
材
育
成
と
確
保

④
研修の改善

ＮＰＯセンターでは、これまで実
施してきた研修を引き続き行うと
ともに、これまで研修を受講でき
なかった方々や、新しくＮＰＯの
会員になった方々が、必要な時
に研修が受けられるように、イン
ターネットを活用した動画による
講座の配信を行うなど、研修場
所や時間に関係なくスキルアッ
プできる仕組みをつくります。

研修の動画配信
研修の動画配信に向
けた方法を検討する。

△　概ね取組目
標どおり

・事業報告書等セミナーを
動画で配信できた

・オンライン開催と集合型開
催の利点等を分析して研修
を開催

・会員数が増加した
ＮＰＯ法人20％

・ボランティア行動
者率の増加
　[R3：26.0％]
(H28：22.6％)

・ナツボラの参加高
校15校、参加者延
べ1,200人
(H29：９校、延べ
920人)

ＮＰＯセンター

　
２
　
財
政
基
盤

①
ＮＰＯ法人
の会計基準
の普及

ＮＰＯセンターは、ＮＰＯ法人の
会計報告の質を高め、活動実態
がよりわかりやすいものとなるよ
う、ＮＰＯ法人会計基準の普及を
推進します。

ＮＰＯ法人会計基準の
普及の推進

NPO向けの会計研修
を開催する。

・NPO法人の設立・運営相談
対応の際に会計基準を説明し
て周知
・NPO実務講座会計初級編の
開催
　7月18日
　参加者18名

△　概ね取組目
標どおり

・設立等相談の際に個別に
会計支援ができている
・講座を通じて会計の基礎
知識の習得を支援できてい
る

・継続して相談支援、講座
開催を実施

・NPO法人の設立・運営相
談対応の際に会計基準を
説明して周知
・NPO実務講座会計初級編
を開催
　令和3年6月13日
　参加者13名

ＮＰＯセンター

②
ＮＰＯに対
する補助、
助成等の情
報提供

ＮＰＯセンターは、ＮＰＯが、活動
資金を確保できるように、国や県
の補助金、民間等の助成金の情
報を整理し、ホームページ等によ
り情報提供します。

ＨＰ等による補助金、
助成金の情報提供

ピッピネットを活用し、
補助金、助成金等の
情報発信を適宜行う。

・ピッピネット及びピッピニュー
ス（毎月発行）を通じて情報提
供
（コロナ関連の助成金情報も
積極的に発信）

○　取組目標ど
おり

・適宜、助成金情報の提供
ができている

・継続して助成金情報を提
供

・ピッピネット及びピッピ
ニュース（毎月発行）を通じ
て情報提供

ＮＰＯセンター

③
認定ＮＰＯ
法人への移
行促進

ＮＰＯセンターは、認定ＮＰＯ法
人のメリット（税制優遇等）等を広
く周知し、寄附の増加を目指す
認定ＮＰＯ法人への移行を支援
します。

認定ＮＰＯ法人のメリッ
ト等の周知

認定NPO法人ミーティ
ングを開催する。

・NPO法人の設立・運営相談
対応の際に認定NPO法人制
度を説明して周知
・認定ＮＰＯ法人ミーティング
の開催
　①12月3日開催（テーマ：クラ
ウドファンディング）
　　参加者5法人9名
　②3月19日（テーマ：税制優
遇・寄付者の手続）
　　参加者5法人11名

△　概ね取組目
標どおり

・設立等相談の際に個別に
認定NPO法人の基礎知識
を伝えることができている
・認定NPO法人同士の情報
交換の場を設けることがで
きている

・継続して相談支援、認定
NPO法人の情報交換の場
を設定

・NPO法人の設立・運営相
談対応の際に認定NPO法
人制度を説明して周知

ＮＰＯセンター

・ＮＰＯ法人の財政
規模の拡大

　外部資金を
　得るＮＰＯ法
　人が20％増加
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 資料１

　
２
　
財
政
基
盤

財政基盤の強化につ
ながる研修の実施

ファンドレイジングセミ
ナーを開催する。

・ファンドレイジングセミナーの
開催
　　2月27日　参加者11名

△　概ね取組目
標どおり

・ファンドレイジングの基礎
知識やノウハウの習得を支
援できている
・ファンレイジングへの関心
を高めることが必要

・セミナーの継続開催と参
加者の拡大

ＮＰＯセンター

専門家の派遣
・資金調達に関するア
ドバイザーの派遣
【年4回実施】

・ファンドレイザーの派遣
　　3団体に6回派遣

△　概ね取組目
標どおり

・専門家派遣により組織の
見直し等につなげている

・専門家派遣の継続 ・派遣先2団体を決定 ＮＰＯセンター

⑤
ＮＰＯへの
寄附の促進

ＮＰＯセンターは、事業者や県民
の方々がＮＰＯに関心を持てるよ
うに、活動の周知を行い、寄附の
増加につなげていきます。

事業者や県民への社
会貢献活動内容の周
知

・広報パンフレットの作
成し、経営団体等を通
じて事業者等に社会
貢献活動を周知する。

・ピッピネットを活用し、
社会貢献活動につい
て適宜情報発信を行
う。

・ピッピネットをリニュー
アルする。

・ピッピネット、広報紙（年４
回）、SNS等を通じて、NPOの
情報を発信

△　概ね取組目
標どおり

・ボランティア・NPO総合情
報サイトとしてピッピネットか
ら団体情報、イベント情報
等の様々な情報発信ができ
ている
・ピッピネット及びNPOの更
なる周知が必要

・ピッピネットの継続的な情
報発信の充実
・ネット広告等を活用した
ピッピネットの周知

・ピッピネット、広報紙（年４
回）、SNS等を通じて、NPO
の情報を発信

ＮＰＯセンター

・NPO法人に必要な研
修を系統立てる

それぞれのNPOの状
況に応じた、段階的な
研修体系の構築を目
指す。

・NPO実務講座の開催
①会計初級講座
　7月18日　参加者18名
②税務編
　8月8日　参加者16名
③法務・労務編
　9月15日　参加者14名
・NPO基礎講座
　11月26日　参加者8名
・NPOぷらす塾
①ZOOM体験
　6月24日　参加者6名
②「ヒエイリ」でハタラク
　1月29日　参加者9名
③しらべる力
　2月22日　参加者20名
・NPO経営研究会
①コロナ禍アンケート結果報告
　1月28日　参加者6名
②コロナ禍におけるＮＰＯ活動
　2月15日　参加者6名
③高知のＮＰＯの今とこれから
　3月4日　参加者45名

△　概ね取組目
標どおり

・NPOの実務、経営の知識
やノウハウの習得、NPO同
士の情報交換の場を設ける
ことができている
・参加者を増加させるため
の企画と参加呼びかけが必
要

・NPOの実態とニーズに
合った研修企画と参加の呼
びかけ

・NPO実務講座の開催
①会計初級講座
　6月13日　参加者13名
②税務編
　6月27日　参加者13名
③法務・労務編
　7月20日　参加者12名

ＮＰＯセンター

④
財政基盤の
充実に向け
た取組の強
化

ＮＰＯセンターは、ＮＰＯの財政
基盤の強化につながるような研
修や、専門家の派遣を充実しま
す。

・ＮＰＯ法人の財政
規模の拡大

　外部資金を
　得るＮＰＯ法
　人が20％増加

　
３
　
研
修
・
広
報
・
大
学
と
の
連

①
研修や相談
窓口の充実

ＮＰＯセンターは、条例におい
て、社会貢献活動を推進するた
めの拠点センターとして位置づ
けられ、ＮＰＯに関する研修や、
専門家派遣、相談対応などに取
り組んできました。
この計画においては、これまで
行ってきたＮＰＯ法人の立ち上げ
支援や、スキルアップ、事業の拡
大に必要な研修を、目指すテー
マに応じたコースに系統立てると
ともに、誰もが、必要な時に研修
が受けられるよう、インターネット
を活用した動画による講座を実
施するなどの方法を検討するとと

・ＮＰＯ法人の増加
[R5：370法人]
(H29：332法人)

・社会貢献活動団
体と地域活動の
マッチング
［年５件］
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令和２年度 令和３年８月末時点

行　動　計　画　（Ｐ） 評価　（Ｃ）実
施
項
目

取組目標
令和３年度の取組状況
（令和３年８月末時点）

成果目標
（令和５年度）

実施
主体

　　基本方針Ⅰ　社会貢献活動団体への支援の充実

 資料１

・研修の動画配信
（再掲）

研修の動画配信に向
けた方法を検討する。

△　概ね取組目
標どおり

・事業報告書等セミナーを
動画で配信できた

・オンライン開催と集合型開
催の利点等を分析して研修
を開催

ＮＰＯセンター

①
研修や相談
窓口の充実

ＮＰＯセンターは、条例におい
て、社会貢献活動を推進するた
めの拠点センターとして位置づ
けられ、ＮＰＯに関する研修や、
専門家派遣、相談対応などに取
り組んできました。
この計画においては、これまで
行ってきたＮＰＯ法人の立ち上げ
支援や、スキルアップ、事業の拡
大に必要な研修を、目指すテー
マに応じたコースに系統立てると
ともに、誰もが、必要な時に研修
が受けられるよう、インターネット
を活用した動画による講座を実
施するなどの方法を検討するとと
もに、専門家の派遣を拡充する
など相談支援の充実を目指しま
す。

・専門家派遣の充実
年２回、４団体にファン
ドレイザーを派遣する。

・ファンドレイザーの派遣
　　3団体に6回派遣

△　概ね取組目
標どおり

・専門家派遣により組織の
見直し等につなげている

・専門家派遣の継続 ・派遣先2団体を決定 ＮＰＯセンター

②
社会貢献活
動の理解に
つながる広
報の充実

ＮＰＯセンターは、社会貢献活動
を県民に積極的に発信し、活動
への理解を深めることで、社会貢
献活動団体が行う活動への応援
が得られるようにします。

・県民への社会貢献活
動の情報発信

・広報パンフレットを作
成し、経営団体等を通
じて事業者等に社会
貢献活動を周知する。

・ピッピネットを活用し、
社会貢献活動につい
て適宜情報発信を行
う。

・ピッピネットをリニュー
アルする。

・ピッピネット、広報紙（年４
回）、SNS等を通じて、NPOの
情報を発信

△　概ね取組目
標どおり

・ボランティア・NPO総合情
報サイトとしてピッピネットか
ら団体情報、イベント情報
等の様々な情報発信ができ
ている
・ピッピネット及びNPOの更
なる周知が必要

・ピッピネットの継続的な情
報発信の充実
・ネット広告等を活用した
ピッピネットの周知

・ピッピネット、広報紙（年４
回）、SNS等を通じて、NPO
の情報を発信

ＮＰＯセンター

③
大学とＮＰ
Ｏセンター
の連携によ
る地域課題
の解決

ＮＰＯセンターと大学との情報共
有を定期的に行い、社会貢献活
動団体や、各地域の課題に関す
る情報を共有することで、社会貢
献活動団体と他の関係団体（事
業者、市町村等）とのマッチング
を進め、地域の課題解決に努め
ます。

・大学とＮＰＯセンター
の定期的な情報共有

大学とNPOセンターで
定期的に情報共有す
る場を設け、解決すべ
き地域課題やその方
法について協議する。

×　取組目標ど
おり取り組めて
いない

・大学とＮＰＯセンターの具
体的な連携方法の構築す
ることが必要

・大学とＮＰＯセンターの具
体的な連携方法の構築

・高知大学コラボ考房プロ
ジェクト・活動ブラッシュアッ
プ会への職員派遣
　6月8日

ＮＰＯセンター

大学

連
携
等

施するなどの方法を検討するとと
もに、専門家の派遣を拡充する
など相談支援の充実を目指しま
す。

　
３
　
研
修
・
広
報
・
大
学
と
の
連
携
等

・ＮＰＯ法人の増加
[R5：370法人]
(H29：332法人)

・社会貢献活動団
体と地域活動の
マッチング
［年５件］
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実行　（Ｄ） 改善　（Ａ）

取組の内容
実施内容

（計画上の記載）
具体的な取組内容 実施状況

取組目標に
対する評価

成果及び課題 今後の取組

①
大学とＮＰ
Ｏセンター
の連携によ
る地域課題
の解決
（再掲）

ＮＰＯセンターと大学との情報共
有を定期的に行い、社会貢献活
動団体や、各地域の課題に関す
る情報を共有することで、社会貢
献活動団体と他の関係団体（事
業者、市町村等）とのマッチング
を進め、地域の課題解決に努め
ます。

・大学とＮＰＯセンター
の定期的な情報共有
（再掲）

大学とNPOセンターで
定期的に情報共有す
る場を設け、解決すべ
き地域課題やその方
法について協議する。

×　取組目標ど
おり取り組めて
いない

・大学とボランティア・NPO
センターが連携してどのよう
な取組ができるか協議をし
ていくことが必要

・大学とボランティア・NPO
センターの連携する取組の
具体化

・高知大学コラボ考房プロ
ジェクトの実施に当たり、
意見交換を実施

ＮＰＯセンター

大学

②
教育・研究
機関と連携
した次世代
の担い手育
成
（再掲）

ＮＰＯセンターは、これまで高校
生や大学生を対象としたナツボラ
を実施し、社会貢献活動の普及
に努めてきました。
今後も、教育・研究機関（高校や
大学など）を通じて、ナツボラを
周知することにより、社会貢献活
動に気軽に参加できる気風をつ
くります。

・教育・研究機関を通
じたナツボラの周知
（再掲）

高校、大学などを通じ
てナツボラの周知を行
い、これまで以上に参
加者を増やす。

【ＮＰＯセンター】
・ナツボラの実施
　延537人が活動に参加
　プログラム数は40事業

【私学・大学支援課】
高知県立大学及び高知工科
大学が主催した公開講座、リ
カレント講座、県民開放授業
等に延べ8,763人の受講が
あった。(人数はオンライン参
加、動画アクセス数も含む合
計値）

【高等学校課】
・県社会福祉協議会を通じて
送られるナツボラについて、各
校に対して生徒への周知を依
頼した。

【ＮＰＯセン
ター】
△概ね取組目
標どおり

【私学・大学支
援課】
○　取組目標ど
おり

【高等学校課】
△概ね取組目
標どおり

【ＮＰＯセンター】
・コロナ禍の影響により学校の
夏休み期間の短縮や受入団体
の減少があったが、一定数の参
加者、受入事業があり開催でき
ている
・受入れ団体の拡充を図ってい
くことが必要

【私学・大学支援課】
大学の特色と専門性を生かした
公開講座等は、多くの県民の
方のニーズに応えており、好評
であった。

【高等学校課】
・新型コロナウイルス感染症感
染拡大防止の観点から、対面
型の社会貢献活動は難しくなっ
ているが、生徒が製作した手芸
品を高齢者施設に寄贈するな
どの活動は継続できている。

【ＮＰＯセンター】
・受入れ団体の開拓
・受入れ団体のボランティア
コーディネーションの知識と
ノウハウの習得支援

【私学・大学支援課】
引き続き、多様な学びの機
会を提供する生涯学習事
業の充実を図っていく。

【高等学校課】
・家庭科・看護科・福祉科の
教員間で、コロナ禍でも実
施できる社会貢献活動の事
例を共有していきたい。

【ＮＰＯセンター】
・ナツボラの実施
　受入れ44団体
　プログラム数52事業

【私学・大学支援課】
高知県立大学及び高知
工科大学が主催した公開
講座、リカレント講座、県
民開放授業等に延べ
1,033名（８月末時点）の
受講があった。(人数はオ
ンライン参加、動画アクセ
ス数も含む合計値）

【高等学校課】
・県社会福祉協議会を通
じて送られるナツボラにつ
いて、各校に対して生徒
への周知を依頼した。

ＮＰＯセンター

県（私学・大学支
援課、高等学校

課）

大学

①
事業者と社
会貢献活動
団体との連
携を推進

ＮＰＯセンターは、事業者のニー
ズに応じた社会貢献活動団体の
情報や連携事例を紹介するな
ど、広報を充実します。

・事業者に社会貢献活
動団体の情報や連携
事例の紹介

・広報パンフレットを作
成し、経営団体等を通
じて事業者等に社会
貢献活動を周知する。

・ピッピネットを活用し、
社会貢献活動につい
て適宜情報発信を行
う。

・ピッピネットをリニュー
アルする。

・ピッピネット、広報紙（年４
回）、SNS等を通じて、NPOの
情報を発信

△　概ね取組
目標どおり

・ボランティア・NPO総合情
報サイトとしてピッピネットか
ら団体情報、イベント情報
等の様々な情報発信ができ
ている
・ピッピネット及びNPOの更
なる周知が必要

・ピッピネットの継続的な情
報発信の充実
・ネット広告等を活用した
ピッピネットの周知

・ピッピネット、広報紙（年
４回）、SNS等を通じて、
NPOの情報を発信

ＮＰＯセンター

・市町村と社会貢献活
動団体の意見交換会
の開催

年１回、市町村職員と
ＮＰＯとの意見交換会
の実施。

×　取組目標ど
おり取り組めて
いない

コロナの影響により、中止と
なった。

コロナ対策の検討を含め、
意見交換会の実施に向け
た取組を行う。

県（県民生活課）

・市町村から住民への
社会貢献活動の情報
提供

・年１回、ＮＰＯが活用
できる市町村の補助金
等及び公共施設の情
報の県ＨＰへの掲載。

・必要に応じた市町村
への社会貢献活動に
係る情報提供。

・ＮＰＯが活用できる市町村の
補助金等及び公共施設の情
報を照会・取りまとめのうえ、
県ＨＰで掲載し、情報提供を
実施。

・ＮＰＯが活用できる助成金等
の情報を適宜県ＨＰに掲載
し、情報提供を実施。

△　概ね取組
目標どおり

・ＮＰＯが活用できる市町村
の補助金等及び公共施設
の情報の照会・取りまとめが
遅れたため、県ＨＰへの掲
載も遅くなった。

・来年度は年度当初から情
報の照会・取りまとめを行
い、ＨＰへの迅速な掲載を
目指す。

・ＮＰＯが活用できる市町
村の補助金等及び公共
施設の情報を照会・取りま
とめのうえ、県ＨＰで掲載
し、情報提供を実施。

・ＮＰＯが活用できる助成
金等の情報を適宜県ＨＰ
に掲載し、情報提供を実
施。

県（県民生活課）

ＮＰＯセンター…高知県ボランティア・ＮＰＯセンター

令和２年度 令和３年８月末時点

行　動　計　画　（Ｐ） 評価　（Ｃ）実
施
項
目

取組目標
令和３年度の取組状況
（令和３年８月末時点）

成果目標
（令和５年度）

実施
主体

　
１
　
教
育
・
研
究
機
関
と
の
連
携

・社会貢献活動団
体と地域活動の
マッチング
［年５件］

・ナツボラの参加高
校15校、参加者延
べ1,200人
(H29：９校、延べ
920人)

　
２
　
事
業
者
、
行
政
等
と
の
連
携

・社会貢献活動団
体と連携している又
は社会貢献活動を
行っている事業者
が20％増加

・市町村の70％が
社会貢献活動団体
と協働している
(H28：63.3％)②

市町村と社
会貢献活動
団体との協
働を推進

県は、他地域の協働事例の紹介
や、意見交換会の開催、地域の
様々な主体が協議する場を設け
るなど、市町村と連携を図りま
す。
また、市町村の住民が、地域の
社会貢献活動に参加しやすくな
るよう、市町村による情報提供の
充実に取り組みます。

　　基本方針Ⅱ　社会貢献活動団体と関係団体の連携
 資料１
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実行　（Ｄ） 改善　（Ａ）

取組の内容
実施内容

（計画上の記載）
具体的な取組内容 実施状況

取組目標に
対する評価

成果及び課題 今後の取組

ＮＰＯセンター…高知県ボランティア・ＮＰＯセンター

令和２年度 令和３年８月末時点

行　動　計　画　（Ｐ） 評価　（Ｃ）実
施
項
目

取組目標
令和３年度の取組状況
（令和３年８月末時点）

成果目標
（令和５年度）

実施
主体

　　基本方針Ⅱ　社会貢献活動団体と関係団体の連携
 資料１

③
地域支援企
画員を中心
とした連携

それぞれの地域で活動している
地域支援企画員が中心となり、
市町村や社会貢献活動団体、地
域事業者との連携を進めます。

・地域支援企画員を中
心とした市町村、社会
貢献活動団体、地域
の事業者との連携を推
進

毎月１回、地域支援企
画員への情報提供。

新規法人や定款変更（活動分
野の変更）、センターの研修
情報等、地域支援企画員の
活動フィールドで役立つ情報
を地域支援企画員に対して、
メールで情報提供。

○　取組目標ど
おり

地域支援企画員の活動に
役立つ情報提供を実施で
きた。また、地域支援企画
員から、地域のＮＰＯ法人
に関する問い合わせもあ
り、地域のＮＰＯとの協働が
進んでいる。

引き続き実施し、地域支援
企画員と地域のＮＰＯが事
業の協働を考える際の一助
となるよう情報提供してい
く。

新規法人や定款変更（活
動分野の変更）、センター
の研修情報等、地域支援
企画員の活動フィールド
で役立つ情報を地域支援
企画員に対して、メール
で情報提供。

県（県民生活課）

・県職員のＮＰＯへの
短期派遣研修の実施

年間10名程度の職員
をＮＰＯへ派遣

×　取組目標ど
おり取り組めて
いない

コロナの影響により、本年度
は中止となった。

コロナ対策を徹底し、引き
続き職員へ研修の参加を
募っていく。

４団体に対し延べ７名の
職員を派遣予定。

県（県民生活課）

・ＮＰＯの活動情報の
提供、協働事例の紹
介

毎月１回、地域支援企
画員への情報提供。
（再掲）

新規法人や定款変更（活動分
野の変更）、センターの研修
情報等、地域支援企画員の
活動フィールドで役立つ情報
を地域支援企画員に対して、
メールで情報提供。

○　取組目標ど
おり

地域支援企画員の活動に
役立つ情報提供を実施で
きた。また、地域支援企画
員から、地域のＮＰＯ法人
に関する問い合わせもあ
り、地域のＮＰＯとの協働が
進んでいる。

引き続き実施し、地域支援
企画員と地域のＮＰＯが事
業の協働を考える際の一助
となるよう情報提供してい
く。

新規法人や定款変更（活
動分野の変更）、センター
の研修情報等、地域支援
企画員の活動フィールド
で役立つ情報を地域支援
企画員に対して、メール
で情報提供。

県（県民生活課）

　
２
　
事
業
者
、
行
政
等
と
の
連
携

・社会貢献活動団
体と連携している又
は社会貢献活動を
行っている事業者
が20％増加

・市町村の70％が
社会貢献活動団体
と協働している
(H28：63.3％)

④
県職員のた
めの研修等
の実施

県職員のＮＰＯに対する理解を
深めるため、県内のＮＰＯへの職
員の短期派遣研修や団体の活
動情報の提供、協働事例の紹介
等を実施します。
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実行　（Ｄ） 改善　（Ａ）

取組の内容
実施内容

（計画上の記載）
具体的な取組内容 実施状況

取組目標に
対する評価

成果及び課題 今後の取組

①
地縁団体と
ＮＰＯとの
相互理解の
推進

ＮＰＯセンターは、地域の活性化
に取り組む地縁団体と、福祉や
まちづくり、環境など専門的ノウ
ハウを持ったＮＰＯとの相互理解
と交流が進むよう、大学等と連携
し、情報提供を行います。

・大学等との連携によ
る情報提供

こうちNPOフォーラムを
開催するとともに、大
学等と連携して学生の
フォーラムへの参加を
促す。

・こうちNPOフォーラム2020
　10月24日　参加者101名
テーマ「変わるにかわらん！
新たな高知のツクリカタ」
＊NPO関係者による実行委
員会を7回開催
　開催前6回、開催後1回

○　取組目標
どおり

・オンライン配信により県外
からも参加があり、今後の
広がりにつながった
・若い世代（学生）の参加が
増えた。
・NPO法人関係者の参加者
を増加させることが必要

・NPO関係者の交流の場、
若い世代を含めた裾野を広
げる場として継続して企画
と参加呼びかけ

・12月18日の開催に向けて
実行委員会を４回開催

ＮＰＯセンター

大学

②
新たな地域
コミュニ
ティの拠点
づくり

県は、集落活動センターや子ど
も食堂を中心とした、地縁団体、
ＮＰＯ、市町村などの相互連携の
取組を支援します。
また、集落活動センターや子ども
食堂の立ち上げや運営を支援し
ます。

・集落活動センターや
子ども食堂の立ち上げ
支援

【中山間地域対策課】
集落活動センターの設
置・立ち上げ支援　
　【R1：80カ所】

【児童家庭課】
子ども食堂の開設準
備講座を県内５会場で
開催する。
子ども食堂支援事業
費補助金を交付し、開
設経費、運営経費を支
援する。

【中山間地域対策課】
集落活動センターの設立、立
ち上げに対する支援として、
集落活動センター推進事業
費補助金による支援、アドバ
イザーの派遣や広報活動を
実施

【児童家庭課】
感染防止のため開設準備講
座の開催を中止し、個別相談
で対応した。
子ども食堂支援事業費補助
金の補助対象に感染症対策
経費を追加した。(補助金利
用24団体27箇所）

△　概ね取組
目標どおり

【中山間地域対策課】
・集落活動センター開設数：62
箇所(令３年３月末現在）
・さらなる量的拡大と質的向上が
課題

【児童家庭課】
R２年度は６件の子ども食堂が開
設となった。（子ども食堂開設数
（Ｒ3.2月末）81か所）多くの子ど
も食堂が感染症の影響で活動
を休止していたが、１１月には約
６割の食堂が再開した。
今後も感染症対策を十分に行
い、新しい生活様式に沿った形
での開催が求められる。

【中山間地域対策課】
集落活動センターのネット
ワークの拡大とセンターの
活動の継続・発展に向けた
取り組みを支援する。

【児童家庭課】子ども食堂
の立ち上げから運営まで相
談に応じるほか、新しい生
活様式に合わせ、感染症
対策を十分に行った上で開
催できるよう支援を行う。

【中山間地域対策課】
集落活動センター推進事
業費補助金による支援、ア
ドバイザーの派遣や広報活
動を実施
８月末時点：62カ所

【子ども・子育て支援課】
開設の意向がある方の個
別相談に乗るほか、子ども
食堂ネットワーク会議にお
いて各食堂の事例を共有し
た。子ども食堂支援事業費
補助金に備品購入経費を
追加した。（補助金利用28
団体32箇所）

県（中山間地域
対策課、子ども・
子育て支援課）

③
ＮＰＯのコ
ミュニティ
ビジネスへ
の参入支援

県は、中山間地域において、コ
ミュニティビジネスによる利益が
地域に還元され、地域の経済活
性化とコミュニティの再生につな
がるよう支援します。

・中山間地域の活性化
につながるＮＰＯのコ
ミュニティビジネスへの
参入支援

起業に関する講座等
の開催（土佐まるごとﾋﾞ
ｼﾞﾈｽｱｶﾃﾞﾐｰ等）

起業に関する講座等（こうちス
タートアップパーク、土佐まる
ごとビジネスアカデミー等）の
開催

○　取組目標
どおり

・起業に関するセミナー・プログ
ラムを実施し、ビジネスプランの
磨き上げを中心に、様々な知識
の習得につなげた。また、起業
家コミュニティの構築を図った。

・経営に関する講座を実施し、
ターゲットの選び方や財務な
ど、起業準備に必要な知識の習
得につなげた。また、講座のオ
ンライン実施や、高知市以外で
の対面講座の実施により、県内
の学びの場の充実につなげた。

・理論と実践の両面から学
べる講座を充実させるととも
に、民間のオンライン講座
を導入する等、学びの場の
充実を図る。また、起業に
関する支援策の拡充を図
る。

起業に関する講座等（こうち
スタートアップパーク、土佐
まるごとビジネスアカデ
ミー）の開催

県（産学官民連
携・起業推進
課、産学官民連
携センター）

④
ＮＰＯのコ
ミュニティ
ビジネスの
活動支援

県は、継続的なコミュニティビジ
ネスを支援し、生活基盤の確保
や地域における就業機会・雇用
の創出を図ります。

・生活基盤の確保と就
業機会・雇用の創出を
図るためのコミュニティ
ビジネスを支援

【中山間地域対策課】
アドバイザーの派遣や
助成などにより、地域
アクションプランのすそ
野を広げる

【産学官民連携セン
ター】
起業に関する講座等
の開催（土佐まるごとﾋﾞ
ｼﾞﾈｽｱｶﾃﾞﾐｰ等）
（再掲）

【産学官民連携センター】
起業に関する講座等（こうちス
タートアップパーク、土佐まる
ごとビジネスアカデミー等）の
開催

○　取組目標
どおり

【産学官民連携センター】
・起業に関するセミナー・プログ
ラムを実施し、ビジネスプランの
磨き上げを中心に、様々な知識
の習得につなげた。また、起業
家コミュニティの構築を図った。
・経営に関する講座を実施し、
ターゲットの選び方や財務な
ど、起業準備に必要な知識の習
得につなげた。また、講座のオ
ンライン実施や、高知市以外で
の対面講座の実施により、県内
の学びの場の充実につなげた。

【産学官民連携センター】
・理論と実践の両面から学
べる講座を充実させるととも
に、民間のオンライン講座
を導入する等、学びの場の
充実を図る。また、起業に
関する支援策の拡充を図
る。

【産学官民連携センター】
起業に関する講座等（こうち
スタートアップパーク、土佐
まるごとビジネスアカデ
ミー）の開催

県（中山間地域
対策課、産学官
民連携セン
ター）

ＮＰＯセンター…高知県ボランティア・ＮＰＯセンター

令和２年度 令和３年８月末時点

行　動　計　画　（Ｐ） 評価　（Ｃ）実
施
項
目

取組目標
令和３年度の取組状況
（令和３年８月末時点）

成果目標
（令和５年度）

実施
主体

　
１
　
地
域
の
課
題
解
決
に
つ
な
が
る
取
組

・集落活動センター
の増加
[R1：80箇所]
(H29：44箇所)

・子ども食堂の増加
[R１：120箇所]
(H29：52箇所)

　　基本方針Ⅲ　地域における社会貢献活動の推進
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実行　（Ｄ） 改善　（Ａ）

取組の内容
実施内容

（計画上の記載）
具体的な取組内容 実施状況

取組目標に
対する評価

成果及び課題 今後の取組

ＮＰＯセンター…高知県ボランティア・ＮＰＯセンター

令和２年度 令和３年８月末時点

行　動　計　画　（Ｐ） 評価　（Ｃ）実
施
項
目

取組目標
令和３年度の取組状況
（令和３年８月末時点）

成果目標
（令和５年度）

実施
主体

　　基本方針Ⅲ　地域における社会貢献活動の推進

 資料１

①
災害ボラン
ティアと連
携できるＮ
ＰＯの育成

県とＮＰＯセンターは、ＮＰＯの専
門性（高齢者の介護支援、カウ
ンセリング、まちづくり計画等）を
活かした取組に加えて、災害ボ
ランティアセンターと連携し、地
域外から支援に来るボランティア
等の力を効果的に活用し、被災
地の復興を支援する等、災害時
に機能を発揮できるＮＰＯを育成
します。

・災害時に機能を発揮
できるＮＰＯの育成

・災害時の活動に関す
る意識啓発・研修の充
実【各研修・講座年1回
開催】

・災害ボランティアセン
ターの模擬訓練（立
上・運営）
【年2カ所開催】

・災害ボランティアセンター運
営基礎研修
　1月26日　参加者57名
・災害ボランティアセンター中
核スタッフ研修
　2月26日　参加者56名
・災害ボランティアセンター所
長研修
　2月17日　33名

○　取組目標
どおり

・災害ボランティアセンター
運営基礎研修にはNPOの
参加もあり、県内の災害対
応に係る人材育成が進める
ことができた
・災害ボランティアセンター
を設置・運営する市町村社
協とＮＰＯ、地域関係団体と
の連携強化が必要

・継続して体系的な研修及
び市町村単位の体制づくり
等を通じ、市町村社協、
NPO、地域関係団体との連
携促進

ＮＰＯセンター

②
行政・ＮＰ
Ｏ・事業者
など関係機
関による
ネットワー
クづくり

ＮＰＯセンターは、災害時におい
て、スムーズな災害支援協力体
制が行われるように、平常時から
地域の防災組織等との交流を図
り、お互いの役割を確認するな
ど、ネットワークの構築を図りま
す。

・平常時から地域の
ネットワークを構築

・災害ボランティア活動
支援本部ネットワーク
会議の開催
【年1回開催】

・高知県災害ボランティア活
動支援本部ネットワーク会議
の開催
　12月10日開催　11団体で構
成

△　概ね取組
目標どおり

・災害に備え、県域の関係
団体との顔合わせ、情報交
換の場を設けることができ
ている
・連携の具体化及び県外支
援等の受援体制を強化して
いくことが必要

・各団体との連携方法の具
体化
・県外支援の受援体制の強
化

ＮＰＯセンター

③
災害時にお
ける活動拠
点の確保

ＮＰＯセンターは、支援活動がス
ムーズに行われるよう、市町村に
おける災害ボランティアとの連携
や、県内外のＮＰＯの受け入れ
体制の整備を支援します。

・市町村における災害
ボランティアとの連携
や、ＮＰＯの受け入れ
体制の整備を支援

【ＳＮＳを活用した情報
提供】

・市町村社協による災害ボラ
ンティアセンター体制強化を
個別支援

△　概ね取組
目標どおり

・市町村単位で災害ボラン
ティアセンターが円滑に設
置・運営されるよう、体制強
化を支援できている
・研修や個別支援を通じ
て、継続して体制づくりを進
めるよう支援

・研修や個別支援を通じ
て、継続して体制づくりを進
めるよう支援

・市町村社協による災害ボ
ランティアセンター体制強
化を個別支援

ＮＰＯセンター

　
２
　
災
害
時
に
お
け
る
取
組

・災害に取り組んで
いるＮＰＯ法人の割
合
[R5：80％]
(H29：72.1％)
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